
「慰安婦問題」について適切な対応を求める意見書 

 

朝日新聞が記事を掲載したことに端を発する慰安婦問題は、「慰安婦関係調

査結果発表に関する河野内閣官房長官談話（以下「河野談話」という。）」発

表以後、日本国内のみならず、国連や米国内においても大々的に喧伝され続け

ている。その影響ははかり知れず、日本は多くの国益を失うとともに、国民の

尊厳は不当におとしめられ続けている。 

かかる中、「河野談話」作成時の事務方責任者であった石原信雄元官房副長

官の衆議院予算委員会での証言が契機となり、「河野談話作成過程等に関する

検討チーム」が設置され、「慰安婦問題をめぐる日韓間のやりとりの経緯（以

下「慰安婦問題の経緯」という。）」が公表されるに至った。 

さらには、朝日新聞は、本問題の根幹をなす慰安婦報道について、根拠とし

た証言が虚偽であったことを認め、記事の取り消しと謝罪を行った。 

以上より、朝日新聞の報道の虚偽と「河野談話」の作成過程に問題のあった

ことが明らかになった今、日本の国益と国民の名誉を回復するために、国にお

かれては、次の事項につき、可及的速やかに対策を講じるよう強く求める。 

 

１ 日本と日本人の尊厳を回復させるべく、これまでに確認された事実や新

たに明らかになった研究成果に基づき、未来志向の新たな談話を発表する

こと。 

２ 「慰安婦問題の経緯」で確認された事実に基づいて、同問題についての

正確な理解を促すための広報等の取り組みを、国内に対して行うこと。 

３ 全ての検定教科書において、「慰安婦問題」に関する教科書記述につい

て適切な表現がなされているか、至急厳正なる検証を行うこと。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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